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 様式１－２

文書履歴 

 

 高圧ガス設備試験申請書及び管類明細記載方法書［機－５０３０２Ａ］

   改訂 施行

コード 年月日 改訂等の内容

 －０ 2008.5.1 制定

 －１ 2016.4.1 通達「一般高圧ガス保安規則第6条第1項第11号等の規定による試験を行う者及び同

項第13号等の規定による製造を行う者の認定等について（平成28年2月26日付け2016

0216商局第4号)」の制定に伴う改正 

①通達の制定年月日及び番号の改正（［9］、［10］、［18］、参考例 4） 

②Ｎ－Ⅲ 継手類に係る条項の追加（［6］、［7］、［11］、附属書） 

③圧縮水素スタンド等の高圧ガス設備の場合の備考欄への記入方法を規定（［18］） 

④Ｎ弁類＋Ｎ－Ⅲ 継手類のＺ複合機器の場合の記載例の追加（［18］、参考例 10）

－２ 2016.12.21 通達「一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について（平成 24 年 12 月 26 日付

け 20121204 商局第 6 号）」の改正等に伴い、公開詳細基準事前評価書、一般詳細基準

審査結果通知書等に係る条項を改正（別表［19］）

 －３ 2018.4.1 通達（平成 30 年 3 月 30 日付け 20180323 保局第 12 号）の制定等に伴い、引用する通

達番号等を改正（別表［9］、［10］、［18］、参考例 4）

－４ 2019.3.29 ①平成 31 年 3 月 29 日付一般則等の改正に伴い、第二種特定設備に係る規定を準用す

(①) る高圧ガス設備の場合の耐圧試験欄及び備考欄への記載方法を規定（［13］、[18]） 

 ②Ｎ－Ⅲ 継手類であってコーン・スレッド型式の場合の品名・型式欄及び規定最小

2019.5.1 肉厚欄への記載方法を改正（[7]、[10]、参考例 10） 

(②~④) ③特定高圧ガスを消費する減圧設備の場合の設計圧力欄、耐圧試験欄及び気密試験

欄への記載方法を規定（[8]、[13]、[14]） 

④製造者が複数の場合の記載例を追加（[3]）

－５ 2020.4.1 通達（平成 30 年 3 月 30 日付け 20180323 保局第 12 号）の改正に伴い、圧縮水素スタ

ンド等の高圧ガス設備であって、常用の圧力が 20 MPa 以下の圧縮水素が通る部分又

は常用の圧力が 1 MPa 未満の液化水素が通る部分に使用する場合の申請書の備考欄

への記載方法及び記載例を追加（別表［18］、参考例 11）

－６ 2021.8.2 印を削除（参考例 1 ～参考例 11）

－７ 2026.6.12 電解セルスタックの場合の記載方法を追加　(別表[18])
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高圧ガス設備試験 

申請書及び管類明細記載方法書                    

[機－５０３０２Ａ－７] 

 

１ 適用範囲 

この方法書は、高圧ガス設備試験マニュアル［機-50302］（以下「マニュアル｣とい

う。）5.2 申請書の記載方法に定めるマニュアル様式１高圧ガス設備試験申請書及びマニュ

アル様式１別添２高圧ガス設備試験申請書管類明細の記載の方法について適用する。 

 

２ マニュアル様式１及びマニュアル様式１別添２の記載方法  

マニュアル様式１及びマニュアル様式１別添２の各項目の記載は、別表左欄に掲げる

項目に応じ、同表中欄及び右欄に掲げる記載方法及び記載例によるものとする。なお、

記載例及び記載例で引用している参考例は、記載の例を示すものであり、使用材料、非

破壊試験の要否、機器の形状及び構成等の適切性を示すものではない。 

  

３ その他の注意事項 

申請書をワープロで作成する場合は、様式番号及び様式の枠外の備考を記載する必要は

ない。 

 

附則 この方法書は、平成２０年５月１日から施行する。 

附則 この改正は、平成２８年４月１日から施行する。 

附則 この改正は、平成２８年 1２月２１日から施行する。 

附則 この改正は、平成３０年４月１日に遡って適用する。 

附則 この改正は、令和元年５月１日から施行する。ただし、別表[１３]（２）及び

（５）並びに別表[１８]（８）の改正規定は、平成３１年３月２９日に遡って適用

する。 

附則 この改正は、令和２年４月１日から施行する。 

附則 この改正は、令和３年８月２日から施行する。 

附則 この改正は、令和８年６月１２日から施行する。 
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別表  

マニュアル様式１及びマニュアル様式１別添２の記載方法  

 

項目 記載方法 記載例 

[１]  

試験を受けようとす

る者の名称 

（事業所の名称を含

む） 

(1) 試験を受けようとする者の会社名を記載する。 

(2) 事業所名や工場名がある場合には併記する。 

(3) 輸入機器の申請の場合は、輸入した機器を申請する

者の名称を記載する。 

例１ 

試験を受けようとする者の名称 

（事業所の名称を含む） 
高圧ガス株式会社 町田工場 

例２ 

試験を受けようとする者の名称 

（事業所の名称を含む） 
高圧ガス商事株式会社 
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[２]  

事業所所在地（電話

番号） 

[１]の所在地及び電話番号を記載する。 
 

事 業 所 所 在 地  
東京都町田市○○町○－○－○ 

（Tel 0123-456-7890） 
 

[３]  

製造者の名称(国名) 

 

(1) 設備を製造した者の会社名（事業所の名称を含

む。）を記載する。 

(2) 製造者が国内の場合は国名を記載する必要はない。 

(3) 製造者が国外の場合はその国名を（ ）内に記載す

る。 

(4) 製造者が複数の場合はその会社名を併記する。 

(5) Ｍ 管類にあっては素管の製造者ではなく、配管組立

作業を施工した者とする。 

 

例１：国内で製造した場合 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 高圧ガス株式会社 町田事業所 

例２：海外で製造した場合 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） ABC Co., Ltd.（英国） 

例３：製造者が複数の場合 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 
弁類：高圧ガス株式会社 

継手類：高圧工業株式会社 
 

[４] 

受験場所 

 

設備の試験を実施する場所（会社名及び事業所名）を

記載する。輸入の設備であって、その設備の照合確認の

みを行う場合は、その確認する場所を記載する。 

  

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 町田工場 
 

[５] 

試験希望年月日 

(1) 申請日から 15日後以降で申請者が希望する試験日

を記載する。 

(2) 試験日は 1日に限定せずに期間を記載することが望

ましい。 

注) 試験の実施日は希望する試験日をもとに協会検査員が申

請者と協議して決定する。 

 

例１：耐圧試験及び気密試験を 1日で実施する場合 

試 験 希 望 年 月 日 平成 20年 7月 1日～3日の間の 1日 

例２：耐圧試験及び気密試験を 3日で実施する場合 

試 験 希 望 年 月 日  平成 20年 7月 1日～10日の間の 3日 
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[６] 

機器の種類 

 

(1) マニュアル 3 機器の種類の表に定める区分及び機器

の種類を記載する。 

注 1) 弁類の本体にねじ接合継手を加工した場合であっても

Ｎ 弁類＋Ｎ-Ⅱ 継手類又はＮ 弁類＋Ｎ-Ⅲ 継手類の

組み合わせのＺ複合機器として取り扱うこと。 

注 2) Ｚ複合機器で構成機器が３つ以上の場合は、様式１に

加え様式 1 別添 1 を添付する必要がある。 

(2) Ｚ 複合機器で構成機器数が２つの場合、「Ｚ 複合

機器」と記載するとともに構成する機器の種類を付

記する。なお、様式 1に記載することが困難な場

合、様式 1別添 1 を添付することができる。 

例１：バルブの場合 

機 器 の 種 類  Ｎ 弁類 

例２：ストレーナの場合 

機 器 の 種 類  Ｏ その他の附属機器類  

例３：ねじ接合継手（Ｎ-Ⅱ 継手類）の場合 

機 器 の 種 類  Ｎ-Ⅱ 継手類   

例４：ねじ接合継手（Ｎ-Ⅲ 継手類）の場合 

機 器 の 種 類  Ｎ-Ⅲ 継手類   

例５：構成機器が３つ以上の複合機器であって、圧縮機に配管､弁類

等が取り付いた場合 

機 器 の 種 類         Z 複合機器 

品名・型式〔機器番号(基数)〕  
圧縮機ユニット・往復動式 

〔C-102(１基)〕 

例６：構成機器数が 2つの複合機器であって、圧縮機に配管が取り付

いた場合 

機 器 の 種 類        
Z 複合機器 

 （F 往復動式圧縮機） （M 管類） 

品名・型式〔機器番号(基数)〕 圧縮装置〔C-102(１基)〕 

例７：構成機器が 2つの複合機器であって、特定設備（その他の圧力

容器）に液面計が取り付いた場合 

 

機 器 の 種 類 

Ｚ 複合機器 

（特定設備（その他の圧力容器）） 

  （Ｏ その他の附属機器類） 

品名・型式〔機器番号（基数）〕  
液面計付気液分離器・MOL-010S 

〔V-001（１基）〕 

例８：高圧ガスの種類が毒性ガス又は特殊高圧ガスの弁類であって、

接続部がＮ-Ⅱ継手類の場合 

参考例１を参照 
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[７] 

品名・型式 

[機器番号（基数）] 

１ 品名 

(1) 品名は、機器の名称を記載する。機器の名称は、原

則として附属書「 機器の種類及び名称 」に基づき記

載する。 

(2) Ｎ-Ⅱ 継手等であって２圧縮リング型式及びコー

ン・スレッド型式以外の場合は、本体側又はスリーブ

側の別を記載する。また、Ｎ-Ⅲ 継手類であってコー

ン・スレッド型式の場合は、本体側又はグランドナッ

ト側の別を記載する。 

注）コーン・スレッド型式のうちグランドナット側とは、グ

ランドナット及びカラーをいう。以下同じ。 

２ 型式 

型式は、申請者が定める型式名称又は型式番号を記

載する。ただし、型式が規定されていない場合は、記載

しなくてもよい。 

３ 機器番号 

機器番号は､申請者が定める番号であって、検査記録

との照合が出来るものを記載する。なお、番号の決定に

あたっては、トレーサビリティが可能となるように考慮

すること。 

４ 基数 

(1) 基数は、同一仕様（マニュアル 5.4参照）の高圧ガ

ス設備を 1申請とし、その基数を記載する。 

(2) Ｍ 管類であって、マニュアル 5.4(3)を適用する場

合は、1単位を 1 基とする。 

(3) Ｚ 複合機器は、複合機器 1ユニットを 1基とする。 

例１：Ｎ 弁類（玉形弁・ボルテッドボンネット形）であって、 

申請基数が５基の場合 

品名・型式〔機器番号(基数)〕  
玉形弁・ボルテッドボンネット形 

〔V-01～V-05 (5基)〕 

例２：Ｆ 往復動式圧縮機であって、申請基数が 1基の場合 

品名・型式〔機器番号(基数)〕  ガス圧縮機･往復動式〔C-101(1基)〕 

例３：Ｎ-Ⅱ継手類であって、ﾒﾀﾙｶﾞｽｹｯﾄ型式のｽﾘｰﾌﾞ側の場合 

品名・型式〔機器番号(基数)〕〕 ﾒ ﾀ ﾙ ｶ ﾞ ｽ ｹ ｯ ﾄ型式 ( ｽ ﾘ ｰ ﾌ ﾞ側) 

〔MS01～10（10 基）〕             

例４：Ｎ-Ⅲ継手類であって、ｺｰﾝ・ｽﾚｯﾄﾞ型式のｸﾞﾗﾝﾄﾞﾅｯﾄ側の場合 

品名・型式〔機器番号(基数)〕〕 ｺｰﾝ・ｽﾚｯﾄﾞ型式(ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾅｯﾄ側) 

〔CS01～05（ 5 基 ）〕             
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[８] 

設計圧力 

(1) 設備の耐圧部分の使用し得る最高圧力を記載する。

運転条件により当該設備が負圧になる場合は、設計

圧力に加えて負圧を記載することとする。ただし、

負圧については高圧ガスに該当しないことから、高

圧ガス設備試験成績証明書には負圧は記載されない

ものとする。 

(2) 圧力室が複数ある場合は、圧力室毎に記載する。 

(3) 圧力室が複数あり、一方の圧力室の内容物が高圧ガ

ス以外の場合は、高圧ガス以外の圧力室側の表示は

（ ）書きとする。 

(4) 機器の種類がＮ 弁類であって、圧力調整器の場

合、入口側と出口側の設計圧力を記載する。ただ

し、出口側が高圧ガス以外の場合（減圧設備に該当

する場合を除く。）にあっては、出口側の表示は

（ ）書きとする。 

注）減圧設備とは、一般則第 55 条又は液石則第 53 条の特定

高圧ガスの消費に係る減圧設備をいう。以下同じ。 

(5) 機器の種類がＮ 弁類であって、標準化弁類（VPN）

の試験を受ける場合、VPN番号を記載する。VPN番号

に続けて当該 VPN の常温（38℃）における最高使用

圧力及び「常温」を（ ）書きにて記載する。 

(6) Ｚ 複合機器の場合、構成する機器の設計圧力を記

載する。「設計温度」欄、「耐圧試験」欄及び「気

密試験」欄も同様とする。 

(7) 単位は、「MPa」とする。 

(8) 完全真空の場合の圧力は、-0.1013MPaとする。 

例１：圧力室が２つの二重管式熱交換器であって、外管の内容物が高

圧ガス以外の場合 

 参考例２を参照 

例２：圧縮機であって、４段加圧の場合 

 参考例３を参照 

例３：出口側が高圧ガス以外の場合であって、減圧設備に該当しない

圧力調整器の場合 

設 計 圧 力 入口側 1.2MPa、（出口側 0.4MPa） 

例４：出口側が高圧ガス以外の場合であって、減圧設備に該当する圧

力調整器の場合 

設 計 圧 力 入口側 1.2MPa、出口側 0.4MPa 

例５：VPN弁類(VPN-3)であって材料グループが 1.1の場合 

 参考例４を参照 

例６：Ｚ 複合機器の場合 

 参考例５及び６を参照 
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[９] 

設計温度 

(1) 設備の耐圧部分の使用し得る温度範囲を記載する。 

(2) 設計温度が零度以上のみの場合は最高温度を記載す

る。この場合においてプラス（＋）記号は付さな

い。 

(3) 設計温度が零度未満のみの場合は、最低温度をマイ

ナス（－）記号を付して記載する。 

(4) 設計温度が零度未満から零度以上までにおよぶ場合

は、最低温度及び最高温度を記載する。 この場合

においては、零度以上側にはプラス（＋）記号、零

度未満側にはマイナス（－）記号を付すものとす

る。 

(5) 圧力室が複数ある場合、圧力室毎に記載する。

（[８] 例１による。） 

(6)  単位は、「℃」とする。 

(7)  VPN弁類にあっては、通達（平成 30年 3月 30日付

け 20180323保局第 12号）の別添１に基づき、使用

可能な温度範囲を記載する。 

例１：設計温度が、零度以上のみの場合 

設 計 温 度 １００ ℃ 

   注：０～１００℃と記載する必要はない。 

例２：設計温度が－１９６℃の場合 

設  計  温  度    －１９６ ℃ 

   注：０～―１９６℃と記載する必要はない。 

例３：設計温度が、零度未満から零度以上までにおよぶ場合 

設 計 温 度 －５０～＋１００℃ 

例４： VPN弁類（VPN-3）であって、材料グループが 1.1の場合 

設 計 温 度 －５～＋４５０  ℃ 
 

[１０] 

規定最小肉厚 

規定最小肉厚は、強度上確実に把握する必要のある機

器の厚さをいい、規定最小肉厚のうち、主要部の厚さを

以下に従い記載する。 

(1) 強度計算により最小厚さを求めた場合は、算出した

部位の名称及びその最小厚さに腐れ代を加えた値を

記載し、腐れ代を（ ）書きする。 

(2) 強度計算に代えて加圧試験又は応力測定試験を行う

場合は、「使用厚さ」と表記し、部位の名称及び図

面に指示されたマイナス公差を考慮した最小厚さを

記載する。なお、加圧試験又は応力測定試験を行う

ときであって、強度計算により最小厚さを求められ

る部位があるときは、(1)に規定する内容も併せて記

例１：計算厚さが 3.57mmであって、腐れ代が 1.5mmの場合 

規 定 最 小 肉 厚  本体胴 ５.０７mm（腐れ代１.５mm を含む）  

例２：計算厚さが 4.57mmで腐れ代が無い場合 

規 定 最 小 肉 厚  本体Ａ部 4.57mm（腐れ代０mm）  

例３：加圧試験を行い、図面に指示された最小厚さが 10㎜で、強度

計算により最小厚さを求められる部位がある場合 

参考例７を参照 
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載する。 

(3) VPN弁類にあっては、通達（平成 30年 3月 30日付

け 20180323保局第 12号）の別添１に基づき、口径

別必要最小肉厚を記載する。なお、腐れ代は記載し

ない。 

(4) Ｍ 管類で溶接構造により一体となった 1基中に複

数の呼び径(配管サイズ)で構成されている場合は、

最大径の配管サイズ及びその最小肉厚を記載し、腐

れ代を（ ）書きする。 

(5) Ｍ 管類でマニュアル 5.4(3)を適用する場合にあっ

ては、『別紙「管類明細」参照』と記載する。「機

器の処理容積等」欄、「主要部材質」欄及び「非破

壊検査」欄も同様とする。 

(6) Ｎ-Ⅲ 継手類であってコーン・スレッド型式のうち

グランドナット側の場合は、横線（－）を引くこ

と。 

(7) 圧力室が複数ある場合、圧力室毎に記載する。 

(8) Ｚ 複合機器の場合、当該複合機器を代表する機器

の規定最小肉厚を記載する。ただし、代表機器が特

定できない場合又は記載が困難な場合は、『別紙

「高圧ガス設備試験申請書内容」参照』と記載する

ことができる。「機器の処理容積等」欄、「主要部

材質」欄、「肉厚の確認方法」欄及び「非破壊検

査」欄も同様とする。 

例４：Ｍ 管類で呼び径 200A,100A及び 50Aの組み合わせ（溶接一体

構造）であって、最大径 200Aの規定最小肉厚が 4.21mmの場合 

規 定 最 小 肉 厚  200A 4.21mm（腐れ代１mmを含む） 

例５：Ｍ 管類でマニュアル 5.4(3)を適用する場合 

参考例８を参照 

例６：Ｎ-Ⅲ 継手類であってコーン・スレッド型式のグランドナット

側の場合 

規 定 最 小 肉 厚  － 

例７：Ｚ 複合機器で代表機器が特定できる場合 

 参考例５を参照 

例８：Ｚ 複合機器で代表機器が特定できない場合 

 参考例６を参照 

 

[１１] 

機器の処理容積等 

(1)  機器の種類の記号ＡからＥまでは、内容積を算定し

て記載する。単位はﾘｯﾄﾙとし、記号を使用するとき

は ℓ又はＬとする。 

(2)  機器の種類の記号ＦからＨまで及びＬは、次により

求めた吐出量を記載する。単位は、㎥/D（標準状態）

とする。 

例１：Ｅ その他の圧力容器類の場合 

機器の処理容積等 内容積  １２０  ㍑ 

例２：Ｆ 往復動式圧縮機の場合 

機器の処理容積等 吐出量１６,５２０㎥/D（標準状態）  
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吐出量＝圧縮機の最終段の吐出量(㎥/時（標準状態))x24 

(3)  機器の種類の記号 IからＫまでは、次により求めた

吐出量を記載する。単位は、㎥/Dとする。 

吐出量＝ポンプの吐出量（㍑/時）x24x液密度（kg/㍑） x22.4/分子量 

(4) 機器の種類の記号Ｍは、最大径(呼び径、外径又は

内径)を記載する。単位は、呼び径の場合はＡ，外径

又は内径の場合は mmとする。ただし、マニュアル

5.4(3)を適用する場合にあっては、『別紙「管類明

細」参照』と記載する。 

(5) 機器の種類の記号ＮからＮ-Ⅲまでは、接続部の口

径(呼び径、外径又は内径)を記載する。単位は、呼

び径の場合はＡ，外径又は内径の場合は mmとする。 

(6) 機器の種類の記号Ｏは、内容積及び接続部の口径

（呼び径、外径又は内径）を記載する。内容積の単

位はﾘｯﾄﾙとし、記号を使用するときは ℓ又はＬとす

る。接続部の口径の単位は呼び径の場合はＡ，外径

又は内径の場合は mmとする。 

注 1)「吐出量」、「内容積」等の内、該当しないものを記載

する必要はない。 

注 2）高圧ガス設備試験成績証明書では、様式中の「吐出

量」、「内容積」等の内、該当しないものは記載され

ない。 

例３：Ｊ 遠心式ポンプの場合 

機器の処理容積等 吐出量  ５２０ ㎥/D 

例４：Ｍ 管類で呼び径 200A,100A及び 50Aの組み合わせ（溶接一体

構造）の場合 

機器の処理容積等 呼び径  ２００A 

例５：Ｎ 弁類で接続部の口径が内径表示の場合 

機器の処理容積等 内径   ６.５ mm 

例６：Ｏ その他の附属機器類であって接続部の口径が外径表示の場

合 

機器の処理容積等 
内容積   ０.２５  ℓ 
外 径    ２５   mm 
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[１２] 

主要部材質 

(1) 耐圧部の主要部に使用される材料の規格番号、材質

の記号及びその部位の名称を記載する。 

(2) JIS 規格材料は、規格番号及び材質の記号を記載す

る。 

(3) JIS規格材料以外の材料で、JIS規格材料の同等材

料として JIS規格材料の許容引張応力値によって規

定最小肉厚の算出を行った場合は、当該規格番号及

び材質の記号を記載し、（ ）書きで「JIS GXXXX 

XXXX 同等材」と付記する。 

(4) ASME規格材料（ASME規格材料と同等と認められる

ASTM規格材料を含む。）であって ASME規格に定め

る許容応力値によって設計を行った場合は、当該規

格番号及び材質の記号を記載する。 

例１：ボディの材質が JIS規格材料の場合 

主 要 部 材 質 ボディ JIS G 5151 SCPH 2 

例２：ボディの材質が JIS規格材料以外の材料であって、JIS規格同

等材料として設計を行った場合 

主 要 部 材 質 
ボディ ASTM A743 CF-8   

(JIS G 5121 SCS13A同等材) 

例３：ボディの材質が ASME規格材料で ASMEの許容応力値に 

よって設計を行った場合 

主 要 部 材 質 ボディ ASME SA479 Type304L 

例４：ボディの材質が ASTM規格材料で ASMEの許容応力値に 

よって設計を行った場合 

主 要 部 材 質 ボディ ASTM A479 Type304L 
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[１３] 

耐圧試験 

(1) 実施する試験圧力を記載する。 

(2) 試験圧力は、設計圧力の 1.5倍以上（圧縮水素スタ

ンド等の高圧ガス設備のうち第二種特定設備に係る

規定を準用する場合にあっては、1.3倍以上）の値

とする。なお、VPN弁類にあっては、設計圧力欄に

（ ）書きした圧力の 1.5倍以上の値とする。 

(3) 圧力室が複数あり、一方の圧力室の内容物が高圧ガ

ス以外の場合は、高圧ガス以外の圧力室側の表示は

( )書きとする。 

(4) 機器の種類がＮ 弁類であって圧力調整器の場合

は、入口側と出口側の試験圧力を記載する。ただ

し、出口側が高圧ガス以外の場合（減圧設備に該当

する場合を除く。）にあっては、出口側の表示は

（ ）書きとするか、又は出口側の表示を省略する

ことができる。 

(5) やむを得ない理由で、気体による耐圧試験を実施す

る場合は、設計圧力の 1.25倍以上（圧縮水素スタン

ド等の高圧ガス設備のうち第二種特定設備に係る規

定を準用する場合にあっては、1.1倍以上）の値と

する。この場合、備考欄に「気体耐圧試験実施」と

記載する。 

注）試験圧力は、設計圧力の 1.5 倍若しくは 1.25 倍又は 1.3

倍若しくは 1.1 倍の値に試験温度と設計温度の許容引張応

力比を乗じた場合の値又は端数を切り上げた場合の値をい

い、根拠の無い高い値は認められない。なお、許容引張応

力比を考慮して耐圧試験の圧力を設定する事は、申請者の

任意によるものとする。 

例１：設計圧力が 1.0MPaの場合 

耐 圧 試 験 １．５   MPa 

例２：出口側が高圧ガス以外の場合であって、減圧設備に該当しない

圧力調整器の場合 

耐 圧 試 験 入口側 1.8MPa、（出口側 0.6MPa） 

例３：出口側が高圧ガス以外の場合であって、減圧設備に該当する圧

力調整器の場合 

耐 圧 試 験 入口側 1.8MPa、出口側 0.6MPa 
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[１４] 

気密試験 

(1) 実施する試験圧力を記載する。 

(2) 試験圧力は、設計圧力以上とする。 

(3) 圧力室が複数あり、一方の圧力室の内容物が高圧ガ

ス以外の場合は、高圧ガス以外の圧力室側の表示は

「(－)」とする。ただし、一般則第 6条第 1項第 10

号に係るガス設備に該当する場合は、( )書きとす

る。 

(4) 機器の種類がＮ 弁類であって圧力調整器の場合

は、入口側と出口側の試験圧力を記載する。ただ

し、出口側が高圧ガス以外の場合（減圧設備に該当

する場合を除く。）にあっては、出口側の表示は

（ ）書きとする。この場合において、一般則第 6

条第 1項第 10号に係るガス設備に該当するもの以外

にあっては、出口側の表示を省略することができ

る。 

例１：設計圧力が 1.0MPaの場合 

気  密  試  験 １．０   MPa 

例２：出口側が高圧ガス以外の場合であって、減圧設備に該当しない

圧力調整器の場合 

気  密  試  験 入口側 1.2MPa、（出口側 0.4MPa） 

例３：出口側が高圧ガス以外の場合であって、減圧設備に該当する圧

力調整器の場合 

気  密  試  験 入口側 1.2MPa、出口側 0.4MPa 
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[１５] 

肉厚の確認方法 

 

(1)  強度の確認を行った方法（「強度計算」、「加圧試

験」又は「応力測定試験」）を記載する。なお、加圧

試験又は応力測定試験を行う場合であっても、強度計

算が可能な部位があれば強度計算を行い両方記載す

る。 

注)「強度計算」、「加圧試験」及び「応力測定試験」の内、

該当しないものを記載する必要はない。 

(2)  輸入機器であって ASME UG-101の実証試験により強

度の確認を行った場合、「加圧試験」を記載し、備考

欄にその旨を記載する。（[１８]参照） 

(3)  圧力室が複数あり、一方の圧力室の内容物が高圧ガ

ス以外の場合は、高圧ガス以外の圧力室側の表示は

「(－)」とする。 

注） 高圧ガス設備試験成績証明書の肉厚測定値は、機器毎の

肉厚測定値の最小値が記載される。 

例１：強度計算により肉厚を決定した場合 

肉 厚 の 確 認 方 法  強度計算 

例２：強度計算と応力測定試験を併用する場合 

肉 厚 の 確 認 方 法  
強度計算 

応力測定試験 
 

[１６]  

非破壊検査 

マニュアル 6.3.2に該当する場合、非破壊検査の種類

及び検査の割合を記載する。非破壊検査を実施しない場

合は斜線又は横線（－）を引くこと。 

例１：胴の長手継手に放射線透過試験を実施する場合 

参考例９を参照 

例２：鋳鋼品を使用する場合であって、放射線透過試験を実施し 

鋳造品品質係数を 0.9として設計した場合 

非 破 壊 検 査  放射線透過試験 100％ 実施 

例３：気体耐圧試験を実施する場合であって、放射線透過試験を実施

する場合 

非 破 壊 検 査 放射線透過試験 100％ 実施 
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[１７] 

高圧ガスの種類 

（名称） 

(1) 高圧ガスの種類は、次の 4種類のいずれかを記載す

る。ただし、高圧ガスの名称がアンモニア等であって

毒性ガス及び可燃性ガスの 2種類のガスの種類に該当

する場合は、2種類を併記する。 

① 特殊高圧ガス 

② 毒性ガス 

③ 可燃性ガス 

④ 毒性ガス・可燃性ガス又は特殊高圧ガス以外のガ

ス(「毒・燃・特殊以外のガス」としても良い。） 

(2) 高圧ガスの名称を記載する必要があり、かつ、高圧

ガスの種類を明確に確認できる場合は、高圧ガスの

名称を（ ）書きで記載してもよい。 

(3) 圧力室が複数あり、一方の圧力室の内容物が高圧ガ

ス以外の場合は、高圧ガス以外の圧力室側の表示は

( )書きとする。 

例１：可燃性ガスの場合 

高圧ガスの種類（名称） 可燃性ガス 

例２：ガスの名称がアンモニアであって、２種類の高圧ガスの種類を

記載する場合。 

高圧ガスの種類（名称） 毒性ガス・可燃性ガス 

例３：圧力室が２つの二重管式熱交換器であって、外管の内容物が高

圧ガス以外の場合 

高圧ガスの種類（名称）  
内管側 外管側 

可燃性ガス （冷却水） 
 

[１８] 

備考 

(1) 申請者側の連絡担当者の所属、氏名及び電話番号

を記載する。 

(2) 気体により耐圧試験を実施する場合は、「気体耐

圧試験実施」と記載する。 

(3) Ｎ 弁類であって、標準化弁類（VPN）の試験を受

ける場合は通達による旨を記載する（(10)に該当

する場合を除く。）。 

(4) 強度の確認のために行う加圧試験、応力測定試験又

は電解セルスタック差圧試験の場合であって、既に

確認されているときは、試験の方法（「加圧試

験」、「応力測定試験」又は「電解セルスタック差

圧試験」）及びその型式番号を記載する（(10)に該

当する場合を除く。）。 

例１：気体耐圧試験を行う場合 

備    考 
担当者の連絡先（所属、氏名及び電話番号） 

気体耐圧試験実施 

例２：Ｎ 弁類で標準化弁類（VPN）の試験を受ける場合 

備 考 
担当者の連絡先（所属、氏名及び電話番号） 

通達（平成 30年 3月 30 日付け 20180323保局第 12号）による。 

例３：応力測定試験にて、既に型式を取得している場合 

備   考 
担当者の連絡先（所属、氏名及び電話番号） 

応力測定試験  大型 2333 

例４：輸入機器であって、ASME UG-101試験での検査記録がある場合 

備   考 
担当者の連絡先（所属、氏名及び電話番号） 

ASME Sec.Ⅷ Div.1 (1998 Addenda) UG-101 による実証試験実施  
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 (5) 輸入機器であって ASME UG-101の実証試験を実施し

た場合は、その旨を記載する（(10)に該当する場合

を除く。）。 

(6) 輸入機器であって、第三者検査機関として認められ

た機関が製造国において実施した加圧試験記録又は

応力測定試験記録がある場合は、試験の方法及び

「（第三者検査機関により実施）」と記載する

（(10)に該当する場合を除く。）。 

(7) 圧縮水素スタンド等の高圧ガス設備にあっては、

「圧縮水素スタンド等に使用」と記載する。 

(8) 圧縮水素スタンド等の高圧ガス設備のうち第二種特

定設備に係る規定を準用する場合にあっては、「第

二種特定設備に係る規定を準用」と記載する。 

(9) 圧縮水素スタンド等の高圧ガス設備であって、常用

の圧力が 20 MPa以下の圧縮水素が通る部分又は常用

の圧力が 1 MPa未満の液化水素が通る部分に使用す

る場合にあっては、「常用の圧力が 20 MPa以下の圧

縮水素が通る部分の使用に限る。」又は「常用の圧

力が 1 MPa未満の液化水素が通る部分の使用に限

る。」と記載する。 

注）常用の圧力に基づき材料を選定することができる

が、強度計算、耐圧試験、気密試験等は設計圧力ベ

ースで行うこと。 

(10) 構成機器が２つの複合機器であって、様式 1別添 1

の高圧ガス設備試験申請書内容を添付しない場合、

高圧ガス設備試験申請書内容記載方法書［機－５０

３０２Ｂ］の別表の［４］(2)～(4)及び［１２］(2)

に従って記載する。 

 

 

 

例５：海外において第三者検査機関が応力測定試験を実施した場合 

備   考 
担当者の連絡先（所属、氏名及び電話番号） 

応力測定試験（第三者検査機関により実施） 

例６：圧縮水素スタンド等の高圧ガス設備に係る Z 複合機器の場合 

 参考例１０を参照 

例７：圧縮水素スタンド等の高圧ガス設備であって、常用の圧力が 

1 MPa未満の液化水素が通る部分に使用する場合 

 参考例１１を参照 

例８：Ｎ 弁類＋Ｎ-Ⅱ 継手類の Z 複合機器の場合（Ｎ-Ⅱ 継手類は

認定品とする。） 

 参考例１を参照 
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 (11) 複合機器であって、様式 1別添 1の高圧ガス設備

試験申請書内容を添付する場合、申請書内容の該

当する構成機器の備考欄に(2)～(6)の内容を記載

する。 

(12) 水電解装置の差圧式電解セルスタックの場合、極間

の設計圧力（差圧）を記載する。単位は「MPa」とす

る。 

 

注）(2)から(10)まで及び(12)の内容は、高圧ガス設備試験成

績証明書にも記載される。 

 

 

 

 

 

例９：水電解装置の差圧式電解セルスタックの場合 

備   考 
担当者の連絡先（所属、氏名及び電話番号） 

極間の設計圧力（差圧） 3.0MPa 
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[１９] 

特認・評価基準等 

 

高圧ガス設備試験申請の内容が特認・評価基準等に基

づく場合、申請書様式の備考欄に(1)から(4)までのいず

れかに該当するものを記載する。なお、様式 1別添 1の

高圧ガス設備試験申請書内容を添付する場合にあって

は、申請書様式の備考欄には当該事項を記載しないもの

とし、当該様式 1別添 1には高圧ガス設備試験申請書内

容記載方法書［機－５０３０２Ｂ］の別表の［１２］

(3)の要領に従って記載する。  

(1) 一般則で特認に基づく場合 

一般則第 99条適用（XXXXXXXX保第 XX号(元号)XX年

XX月 XX日認可） 

(2) 事前評価に基づく場合 

詳細基準事前評価適用（XX高機第 XX号(元号)XX年

XX月 XX日） 

(3) 公開事前評価に基づく場合 

公開詳細基準事前評価適用（XX高機第 XX号(元号)XX

年 XX月 XX日） 

(4) 一般詳細基準に基づく場合 

一般詳細基準適用（XX高高第 XX号(元号)XX年 XX月

XX日） 

例：一般則で特認又は事前評価に基づく場合 

備 考 

担当者の連絡先（所属、氏名及び電話番号） 

一般則第９９条適用 

(20200303保第 123号令和 2年 3月 17日認可) 

詳細基準事前評価適用 

(2高機第 12号令和 2年 3月 12日) 
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附属書 
機器の種類及び名称 

区分及び機 器 の 種 類   名  称     備   考 
 Ａ 貯槽  横置円筒型  

 その他 
 Ｂ 熱交換器   多管式  

 ２重管式 
 コイル式 
 その他 

 Ｃ 蒸発器   一般ガス用  
 液化ガス用 
 液酸・液窒用 
 液化アルゴン用 

 Ｄ 凝縮器   －  
 Ｅ その他の圧力容器類   蓄圧器  

 油分離器 
 ドレンセパレータ 
 その他 

 Ｆ 往復動式圧縮機   －  
 Ｇ 遠心式圧縮機   －  
 Ｈ 容積型圧縮機   －  
 Ｉ 往復動式ポンプ   －  
 Ｊ 遠心式ポンプ   －  
 Ｋ 容積型ポンプ   －  
 Ｌ その他の回転機械類   膨張機  

 膨張タービン 
 その他 

 Ｍ 管類   一般配管  

 機器附属配管 機器に取り付く直管であって、外径をD、長

さをLとしたとき、L/Dが５以下のものは機器

側の一部（ノズル）とする。 
 Ｎ 弁類   仕切弁 その他の弁は、例えば次のものをいう。 

a)圧力調整器  
b)流量調整器 
c)緊急遮断弁 
d)トラップ 
e)破裂板ホルダー 

f)カップリング 

 玉形弁 
 逆止弁 
 コック弁 
 プラグ弁 
 ボール弁 
 バタフライ弁 
 安全弁 
 調節弁 
 その他の弁 

 Ｎ-Ⅱ 継手類 
（ねじ接合継手） 

  ２圧縮リング型式  
 メタルガスケット型式 
 Ｏリング型式 
 小口径高圧用管継手型式 
 メタルＣリング型式 
 その他 

Ｎ-Ⅲ 継手類 
（ねじ接合継手） 

  ２圧縮リング型式  

 メタルガスケット型式 
 Ｏリング型式 
 小口径高圧用管継手型式 
 メタルＣリング型式 
 コーン・スレッド型式 

 その他 

 Ｏ その他の附属機器類   液面計 注）撹拌機とは、特定設備に該当しないマグ
ネットドライブ式のハウジングをいう。  流量計 

 ストレーナ 
 *撹拌機 
 その他 

 Ｚ 複合機器   圧縮機ユニット、圧縮装置 複合機器の単位は、製作場所において架台等
に組立てられ試験する範囲とし、一体として
搬送するものとする。 

 蒸発器ユニット、蒸発設備 
 その他 

備考：名称欄の、「その他」及び「－（横バー）」は、申請者の任意の名称とする。
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参考例１ Ｚ 複合機器（Ｎ＋Ｎ-Ⅱ(認定品））で様式１別添１の申請書内容を添付しない場
合 

 

高圧ガス設備試験申請書 
 

整理番号  受理年月日  

試験を受けようとする者の名称 
（事業所の名称を含む） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

事業所所在地（電話番号） 東京都港区○○１－２－３（03-1234-5678） 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 
弁類：高圧ガス株式会社 神谷町工場 
継手類：ABC 株式会社 LA 工場（米国） 

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

試 験 希 望 年 月 日 平成 31 年 4 月 23 日～26 日の間の 1 日 

機 器 の 種 類 
Ｚ 複合機器 

Ｎ 弁類 Ｎ－Ⅱ 継手類 

品名・型式［機器番号（基数）］ 
継手付弁類［123 / 124（2 基）］ 

ボール弁・ＢＶ１ 
［123 / 124（2 基）］ 

ﾒﾀﾙｶﾞｽｹｯﾄ型式（ｽﾘｰﾌﾞ側） 

［V01,V02 / V03,V04（4 基）］ 

機 
 
器 
 
仕 
 
様 

設 計 圧 力 1.0 MPa 1.0 MPa 

設 計 温 度 -10～+50 ℃ -10～+50 ℃ 

規 定 最 小 肉 厚 
バルブボディ 
0.13 ㎜（腐れ代 0 ㎜） 

スリーブ 
0.13 ㎜（腐れ代 0 ㎜） 

機 器 の 処 理 容 積 等 内径 12.7 ㎜ 内径 12.7 ㎜ 

試 
 
験 
 
の 
 
種 
 
類 

主 要 部 材 質 
バルブボディ 

 JIS G 4303 SUS304 
スリーブ ASTM A276 TYPE304 
(JIS G 4303 SUS304 同等材) 

耐 圧 試 験 1.5 MPa 1.5 MPa 

気 密 試 験 1.0 MPa 1.0 MPa 

肉 厚 の 確 認 方 法 強度計算 強度計算 

非 破 壊 検 査 － － 

高 圧 ガ ス の 種 類 （ 名 称 ） 毒性ガス・可燃性ガス 毒性ガス・可燃性ガス 

備   考 

Ｎ－Ⅱ継手類： 
 試験等実施年月日：平成 31 年 2 月 1 日 
 認定番号：MAB-123-N-Ⅱ-2 
 成績書番号：S1234-001～004 
担当者の連絡先：品質保証課 東裕次 03-1234-5678 

平成 ○年 ○月 ○日 
名   称 
代表者氏名        

高圧ガス保安協会殿 
注：弁類本体にねじ接合継手を加工した場合もＮ＋Ｎ-ⅡのＺ複合機器となる。 
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参考例２ 圧力室が２つの二重管式熱交換器であって、外管の内容物が高圧ガス以外の場合 

 

高圧ガス設備試験申請書 
 

整理番号  受理年月日  

試験を受けようとする者の名称 
（事業所の名称を含む） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

事業所所在地（電話番号） 東京都港区○○１－２－３（03-1234-5678） 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

試 験 希 望 年 月 日 平成 20 年 6 月 10 日～13 日の間の 1 日 

機 器 の 種 類 Ｂ 熱交換器 

品名・型式［機器番号（基数）］ 二重管式熱交換器・ＤＴ型［E-11（1 基）］ 

機 
 
器 
 
仕 
 
様 

設 計 圧 力 
内管側 外管側 

3.0 MPa （0.1 MPa） 

設 計 温 度 150 ℃ （50 ℃） 

規 定 最 小 肉 厚 
直管部 3.2 ㎜ 

（腐れ代 1.5 ㎜を含む） 
（直管部 2.5 ㎜ 
（腐れ代 0 ㎜）) 

機 器 の 処 理 容 積 等 内容積 0.8 ℓ （内容積 1.5 ℓ） 

試 
 
験 
 
の 
 
種 
 
類 

主 要 部 材 質 
直管部 JIS G 3459 

SUS316TP-S 
（直管部 JIS G 3459 

SUS316TP-S） 

耐 圧 試 験 4.5 MPa （0.15 MPa） 

気 密 試 験 3.0 MPa （－） 

肉 厚 の 確 認 方 法 強度計算 （－） 

非 破 壊 検 査 － （－） 

高 圧 ガ ス の 種 類 （ 名 称 ） 毒・燃・特殊以外のガス (毒・燃・特殊以外のガス) 

備   考 担当者の連絡先：品質保証課 東裕次 03-1234-5678 

平成 ○年 ○月 ○日 

名   称 

代表者氏名        
高圧ガス保安協会殿 
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参考例３ 4段加圧（吐出圧力12.0MPa）の圧縮機の場合 

 

高圧ガス設備試験申請書 
 

整理番号  受理年月日  

試験を受けようとする者の名称 
（事業所の名称を含む） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

事業所所在地（電話番号） 東京都港区○○１－２－３（03-1234-5678） 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

試 験 希 望 年 月 日 平成 20 年 6 月 10 日～13 日の間の 1 日 

機 器 の 種 類 Ｆ 往復動式圧縮機 

品名・型式［機器番号（基数）］ 圧縮装置・T-1234 型［123-11（1 基）］ 

機 
 
器 
 
仕 
 
様 

設 計 圧 力 

第1段  1.0 MPa  
第2段  3.0 MPa  
第3段  6.0 MPa 
第4段 12.0 MPa  

設 計 温 度 
第 1 段及び第 2 段 50 ℃、  
第 3 段及び第 4 段 125 ℃ 

規 定 最 小 肉 厚 
○○部 3.2 ㎜（腐れ代 0 ㎜） 
○○部 2.5 ㎜（腐れ代 0 ㎜） 

機 器 の 処 理 容 積 等 吐出量 11,000 ｍ3/D（標準状態） 

試 
 
験 
 
の 
 
種 
 
類 

主 要 部 材 質 
○○部 JIS G XXXX XXX1 
○○部  JIS G XXXX XXX2 

耐 圧 試 験 

第1段  1.5 MPa  
第2段  4.5 MPa  
第3段  9.0 MPa 
第4段 18.0 MPa  

気 密 試 験 

第1段  1.0 MPa  
第2段  3.0 MPa  
第3段  6.0 MPa 
第4段 12.0 MPa  

肉 厚 の 確 認 方 法 強度計算 

非 破 壊 検 査 － 

高 圧 ガ ス の 種 類 （ 名 称 ） 毒・燃・特殊以外のガス（空気） 

備   考 担当者の連絡先：品質保証課 東裕次 03-1234-5678 

平成 ○年 ○月 ○日 

名   称 

代表者氏名        
高圧ガス保安協会殿 
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参考例４ ＶＰＮ弁類（VPN-3）であってSCPH2（材料グループ1.1）の場合 
 

高圧ガス設備試験申請書 
 

整理番号  受理年月日  

試験を受けようとする者の名称 
（事業所の名称を含む） 

高圧ガス株式会社 神谷町工場 

事業所所在地（電話番号） 東京都港区○○１－２－３（03-1234-5678） 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

試 験 希 望 年 月 日 平成 20 年 6 月 10 日～13 日の間の 1 日 

機 器 の 種 類 Ｎ 弁類 

品名・型式［機器番号（基数）］ 仕切弁・ST-123［1234-1,-2（2 基）］ 

機 
 

器 
 

仕 
 

様 

設 計 圧 力 VPN-3（6.83 MPa（常温）) 

設 計 温 度 -5～+450 ℃ 

規 定 最 小 肉 厚 本体 A 部 7.9 ㎜ 

機 器 の 処 理 容 積 等 呼び径 25 A 

試 
 

験 
 

の 
 

種 
 

類 

主 要 部 材 質 本体 JIS G 5151 SCPH2 

耐 圧 試 験 10.25 MPa 

気 密 試 験 6.83 MPa 

肉 厚 の 確 認 方 法 強度計算 

非 破 壊 検 査 － 

高 圧 ガ ス の 種 類 （ 名 称 ） 毒・燃・特殊以外のガス 

備   考 

担当者の連絡先： 
品質保証課 東裕次 03-1234-5678 

 
通達（平成 30 年 3 月 30 日付け 20180323 保局第 12 号）
による。 

平成 ○年 ○月 ○日 

名   称 

代表者氏名   
高圧ガス保安協会殿 
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参考例５ 構成機器が３つ以上の複合機器（圧縮機ユニット）で代表機器を記載する場合 

 

高圧ガス設備試験申請書 
 

整理番号  受理年月日  

試験を受けようとする者の名称 
（事業所の名称を含む） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

事業所所在地（電話番号） 東京都港区○○１－２－３（03-1234-5678） 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

試 験 希 望 年 月 日 平成 20 年 6 月 10 日～13 日の間の 1 日 

機 器 の 種 類 Ｚ 複合機器 

品名・型式［機器番号（基数）］ 窒素ガス昇圧供給装置・8PC［KH-1（1 基）］ 

機 
 
器 
 
仕 
 
様 

設 計 圧 力 入口側 8 MPa  出口側 50 MPa 

設 計 温 度 入口側 30 ℃  出口側 85 ℃ 

規 定 最 小 肉 厚 ○○部 2.77 ㎜（腐れ代 0 ㎜） 

機 器 の 処 理 容 積 等 吐出量 2200 m3/D （標準状態）  

試 
 
験 
 
の 
 
種 
 
類 

主 要 部 材 質 ○○部 JIS G 3459 SUS304TP-S 

耐 圧 試 験 入口側 12 MPa  出口側 75 MPa 

気 密 試 験 入口側 8 MPa  出口側 50 MPa 

肉 厚 の 確 認 方 法 強度計算 

非 破 壊 検 査 － 

高 圧 ガ ス の 種 類 （ 名 称 ） 毒・燃・特殊以外のガス 

備   考 担当者の連絡先：品質保証課 東裕次 03-1234-5678 

平成 ○年 ○月 ○日 

名   称 

代表者氏名       
 
高圧ガス保安協会殿 
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参考例６ 構成機器が３つ以上の複合機器で代表機器が特定できない場合で、設計圧力と設
計温度の組み合わせが(8MPa,20℃)、(8MPa,30℃)、(15MPa,30℃)の3種類あるとき 

 

高圧ガス設備試験申請書 
 

整理番号  受理年月日  

試験を受けようとする者の名称 
（事業所の名称を含む） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

事業所所在地（電話番号） 東京都港区○○１－２－３（03-1234-5678） 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

試 験 希 望 年 月 日 平成 31 年 4 月 23 日～26 日の間の 1 日 

機 器 の 種 類 Ｚ 複合機器 

品名・型式［機器番号（基数）］ ○○○・○○［K-1（1 基）］ 

機 
 
器 
 
仕 
 
様 

設 計 圧 力 8 MPa、15 MPa 

設 計 温 度 20 ℃、30 ℃ 

規 定 最 小 肉 厚 別紙「高圧ガス設備試験申請書内容」参照 

機 器 の 処 理 容 積 等 別紙「高圧ガス設備試験申請書内容」参照 

試 
 
験 
 
の 
 
種 
 
類 

主 要 部 材 質 別紙「高圧ガス設備試験申請書内容」参照 

耐 圧 試 験 12 MPa、22.5 MPa 

気 密 試 験 8 MPa、15 MPa 

肉 厚 の 確 認 方 法 強度計算 

非 破 壊 検 査 別紙「高圧ガス設備試験申請書内容」参照 

高 圧 ガ ス の 種 類 （ 名 称 ） 毒・燃・特殊以外のガス 

備   考 担当者の連絡先：品質保証課 東裕次 03-1234-5678 

平成 ○年 ○月 ○日 

名   称 

代表者氏名       
 
高圧ガス保安協会殿 
 
 
 
 
 



 

 

 
機-50302A-7 

 

- 25 - 

 

    

参考例７ Ｎ 弁類で既に加圧試験を実施している場合（ノズル部は強度計算を実施） 
 

高圧ガス設備試験申請書 
 

整理番号  受理年月日  

試験を受けようとする者の名称 
（事業所の名称を含む） 

高圧ガス株式会社 神谷町工場 

事業所所在地（電話番号） 東京都港区○○１－２－３（03-1234-5678） 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

試 験 希 望 年 月 日 平成 31 年 4 月 23 日～26 日の間の 1 日 

機 器 の 種 類 Ｎ 弁類 

品名・型式［機器番号（基数）］ 仕切弁・ST-123［1234-1,-2（2 基）］ 

機 
 

器 
 

仕 
 

様 

設 計 圧 力 5.0 MPa 

設 計 温 度 50 ℃ 

規 定 最 小 肉 厚 
ノズル部 1.2 ㎜（腐れ代 0 ㎜） 

使用厚さ 本体 A 部 10 ㎜ 

機 器 の 処 理 容 積 等 呼び径 25 A 

試 
 

験 
 

の 
 

種 
 

類 

主 要 部 材 質 本体 JIS G 5151 SCPH2 

耐 圧 試 験 7.5 MPa 

気 密 試 験 5.0 MPa 

肉 厚 の 確 認 方 法 
強度計算 
加圧試験 

非 破 壊 検 査 － 

高 圧 ガ ス の 種 類 （ 名 称 ） 毒・燃・特殊以外のガス 

備   考 
担当者の連絡先：品質保証課 東裕次 03-1234-5678 
加圧試験 大型 2333 注) 

平成 ○年 ○月 ○日 

名   称 

代表者氏名        
高圧ガス保安協会殿 

 
注： 輸入機器であって海外で第三者検査機関の立会により、加圧試験を実施した場合は

「加圧試験（第三者検査機関により実施）」、ASME UG-101に基づく試験を実施した
場合は「ASME Sec.Ⅷ Div.1(1998 Addenda)UG-101による実証試験実施」と記載する。 
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参考例８ Ｍ 管類でマニュアル5.4(3)を適用する場合（高圧ガス設備試験申請書管類明細
に記載の複数基を１単位（１基）とし、３基申請する場合） 

 

高圧ガス設備試験申請書 
 

整理番号  受理年月日  

試験を受けようとする者の名称 
（事業所の名称を含む） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

事業所所在地（電話番号） 東京都港区○○１－２－３（03-1234-5678） 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

試 験 希 望 年 月 日 平成 31 年 4 月 23 日～26 日の間の 1 日 

機 器 の 種 類 Ｍ 管類 

品名・型式［機器番号（基数）］ 
圧縮装置用一般配管・C01、C02 
［1234-1,2,3（3 基）］ 

機 
 

器 
 

仕 
 

様 

設 計 圧 力 
C01 ライン：1.55 MPa 
C02 ライン：1.84 MPa 

設 計 温 度 150 ℃ 

規 定 最 小 肉 厚 別紙「管類明細」参照 

機 器 の 処 理 容 積 等 別紙「管類明細」参照 

試 
 

験 
 

の 
 

種 
 

類 

主 要 部 材 質 別紙「管類明細」参照 

耐 圧 試 験 
C01 ライン：2.33 MPa 
C02 ライン：2.76 MPa 

気 密 試 験 
C01 ライン：1.55 MPa 
C02 ライン：1.84 MPa 

肉 厚 の 確 認 方 法 強度計算 

非 破 壊 検 査 別紙「管類明細」参照 

高 圧 ガ ス の 種 類 （ 名 称 ） 可燃性ガス 

備   考 
担当者の連絡先： 
品質保証課 東裕次 03-1234-5678 

平成 ○年 ○月 ○日 

 

名   称 

代表者氏名        
高圧ガス保安協会殿 
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参考例８の続き 
 
高圧ガス設備試験申請書管類明細 （1/1） 
 

整理番号  
 

試験を受けようとする者の名称
（事業所の名称を含む） 

 

事業所所在地 
 

 

ライン番号
又は名称 

機器番号 
機器仕様 試験の種類 

高圧ガスの種
類（名称） 設計圧力 

(MPa) 
設計温度

(℃) 
呼び径
（A） 

規定最小肉厚 
(㎜) 

主要部材質 
耐圧試験 
(MPa) 

気密試験 
(MPa) 

非破壊検
査 

C01ライン 

P-C01-1 1.55 150 150 
直管部 1.39
(腐れ代0) 

JIS G 3454 
STPG370-S 

2.33 1.55 － 可燃性ガス 

P-C01-2 1.55 150 250 
直管部 2.24 
(腐れ代0) 

JIS G 3454 
STPG370-S 

2.33 1.55 － 可燃性ガス 

C02ライン 

P-C02-1 1.84 150 150 
直管部 1.47 
(腐れ代0) 

JIS G 3454 
STPG410-S 

2.76 1.84 － 可燃性ガス 

P-C02-2 1.84 150 200 
直管部 1.92 
(腐れ代0) 

JIS G 3454 
STPG410-S 

2.76 1.84 － 可燃性ガス 

 
 
注1：この例は、呼び径表示を用いる場合である。外径表示の場合「外径（㎜）」、内径表示の場合「内径（㎜）」とする。 
注2：管類以外の機器が含まれる場合は、本明細は使用できない。 
注3：管類と管類の接合部は、本明細の適用範囲外となる。 
 
 
注：本明細は、3 基の申請のうち 1 基分を示す。 
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参考例９ 溶接継手効率の関係で胴の長手継手に放射線透過試験20%を実施する場合 

 

高圧ガス設備試験申請書 
 

整理番号  受理年月日  

試験を受けようとする者の名称 
（事業所の名称を含む） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

事業所所在地（電話番号） 東京都港区○○１－２－３（03-1234-5678） 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

試 験 希 望 年 月 日 平成○年○月○日～○日の間の 1 日 

機 器 の 種 類 Ｅ その他の圧力容器類 

品名・型式［機器番号（基数）］ 蓄圧器・○○［K-1（1 基）］ 

機 
 
器 
 
仕 
 
様 

設 計 圧 力 2 MPa 

設 計 温 度 30 ℃ 

規 定 最 小 肉 厚 本体胴部 3.2 ㎜（腐れ代 1.5 ㎜を含む） 

機 器 の 処 理 容 積 等 内容積 1.8 ℓ 

試 
 
験 
 
の 
 
種 
 
類 

主 要 部 材 質 本体胴部 JIS G 3106 SM520B 

耐 圧 試 験 3 MPa 

気 密 試 験 2 MPa 

肉 厚 の 確 認 方 法 強度計算 

非 破 壊 検 査 放射線透過試験 長手 20% 実施 

高 圧 ガ ス の 種 類 （ 名 称 ） 毒・燃・特殊以外のガス 

備   考 担当者の連絡先：品質保証課 東裕次 03-1234-5678 

平成 ○年 ○月 ○日 

名   称 

代表者氏名       
 
高圧ガス保安協会殿 
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参考例１０ 圧縮水素スタンド等の高圧ガス設備に係るＺ複合機器（Ｎ＋Ｎ-Ⅲ）で
様式１別添１の申請書内容を添付しない場合 

 

高圧ガス設備試験申請書 
 

整理番号  受理年月日  

試験を受けようとする者の名称 
（事業所の名称を含む） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

事業所所在地（電話番号） 東京都港区○○１－２－３（03-1234-5678） 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 
弁類：高圧ガス株式会社 神谷町工場 
継手類：高圧工業株式会社 

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

試 験 希 望 年 月 日 平成 31 年 4 月 23 日～26 日の間の 1 日 

機 器 の 種 類 
Ｚ 複合機器 

Ｎ 弁類 Ｎ－Ⅲ 継手類 

品名・型式［機器番号（基数）］ 
継手付弁類［456（1 基）］ 

玉形弁・ＢＶ１ 
［456（1 基）］ 

ｺｰﾝ･ｽﾚｯﾄﾞ型式（本体側） 

［V01,V02（2 基）］ 

機 
 
器 
 
仕 
 
様 

設 計 圧 力 98 MPa 98 MPa 

設 計 温 度 -40～+50 ℃ -40～+50 ℃ 

規 定 最 小 肉 厚 
バルブボディ 
10.0 ㎜（腐れ代 0 ㎜） 

シール部 
6.5 ㎜（腐れ代 0 ㎜） 

機 器 の 処 理 容 積 等 内径 12.7 ㎜ 内径 12.7 ㎜ 

試 
 
験 
 
の 
 
種 
 
類 

主 要 部 材 質 
バルブボディ 

 JIS G 4303 SUS316 
シール部 

JIS G 4303 SUS316 

耐 圧 試 験 147 MPa 147 MPa 

気 密 試 験 98 MPa 98 MPa 

肉 厚 の 確 認 方 法 強度計算 強度計算 

非 破 壊 検 査 － － 

高 圧 ガ ス の 種 類 （ 名 称 ） 可燃性ガス 可燃性ガス 

備   考 
担当者の連絡先：品質保証課 東裕次 03-1234-5678 
圧縮水素スタンド等に使用 

平成 ○年 ○月 ○日 
名   称 
代表者氏名        

高圧ガス保安協会殿 
 
注：弁類本体にねじ接合継手を加工した場合もＮ＋Ｎ-ⅢのＺ複合機器となる。 
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参考例１１ 圧縮水素スタンド等の高圧ガス設備であって、常用の圧力が1 MPa未満の液化
水素が通る部分に使用する場合 

 

高圧ガス設備試験申請書 
 

整理番号  受理年月日  

試験を受けようとする者の名称 
（事業所の名称を含む） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

事業所所在地（電話番号） 東京都港区○○１－２－３（03-1234-5678） 

製 造 者 の 名 称 （ 国 名 ） 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

受 験 場 所 高圧ガス株式会社 神谷町工場 

試 験 希 望 年 月 日 令和 2 年 3 月 2 日～5 日の間の 1 日 

機 器 の 種 類 N 弁類 

品名・型式［機器番号（基数）］ 玉形弁・V-123［123-1（1 基）］ 

機 
 
器 
 
仕 
 
様 

設 計 圧 力 2.0 MPa 

設 計 温 度 -253～+75 ℃ 

規 定 最 小 肉 厚 バルブボディ 0.5 ㎜（腐れ代 0 ㎜） 

機 器 の 処 理 容 積 等 呼び径 15 A 

試 
 
験 
 
の 
 
種 
 
類 

主 要 部 材 質 バルブボディ JIS G 4303 SUS316L 

耐 圧 試 験 3.0 MPa 

気 密 試 験 2.0 MPa 

肉 厚 の 確 認 方 法 強度計算 

非 破 壊 検 査 － 

高 圧 ガ ス の 種 類 （ 名 称 ） 可燃性ガス 

備   考 

担当者の連絡先： 
品質保証課 東裕次 03-1234-5678 
 

圧縮水素スタンド等に使用 
常用の圧力が 1MPa 未満の液化水素が通る部分の 
使用に限る。 

令和 ○年 ○月 ○日 
名   称 
代表者氏名       

 
高圧ガス保安協会殿 
 
注）常用の圧力に基づき材料を選定することができるが、強度計算、耐圧試験、気密試

験等は設計圧力ベースで行うこと。 


